
（様式第３） Cタイプ

　　　　　　　で表示されたセルに、必要項目を選択もしくは入力してください。

　　入力するとセルの色が　　　　　　　に変わります。

Ⅰ　助成事業の内容

１　助成事業で行う事業名　（※30文字以内）

２　助成事業の効果と将来的展望

【Ⅱ経営資源引継支援の場合】

３　経営資源引継の取組の目的・内容及び事業スケジュール

事業区分※

助成事業

事業区分※

助成事業

助成金事業計画書

地元で愛される名店の味を次世代へ

昔から地域住民に親しまれた飲食店の店舗、従業員（パート１名）、顧客を引き継ぎ、新たなメニューを加えて地

域の住民にこれまで以上に愛される店づくりを行う。引き継いだ店舗の改修工事、オープンに伴いチラシを作成・

配布、ホームページをリニューアルして広く地域住民に店舗の周知を行う。また、自身も商工会や商店街などのコ

ミュニティーにも積極的に足を運び、代表者としての意識醸成、他の経営者との交流を図っていく。これらの事業

（行動）を実施することで、多くの住民、企業に周知ができ、いつでも気軽に寄れる店舗づくりに努め、売上拡大

に繋げたい。

今回実施する取組みに人件費を申請する場合は下記に『経営資源引継計画』との関連性も含め、具体的な取組と必

要理由を記載してください。※詳細は募集要項33P参照

※本助成金の人件費は恒常的な経費の補填をするものではありません。具体的な取組内容が記載されていない場合

は対象外となります。

事業番号 経費区分 取組開始年月

（1）人件費

取組内容

取組内容

実施計画との関連性を

含めて必要理由と

具体的な取組を記載

実施計画との関連性を

含めて必要理由と

具体的な取組を記載

今回実施する取組みに賃借料を申請する場合は下記に『経営資源引継計画』との関連性も含め、具体的な取組と必

要理由を記載してください。※詳細は募集要項38P参照

※本助成金の賃借料は恒常的な経費の補填をするものではありません。具体的な取組内容が記載されていない場合

は対象外となります。

事業番号 経費区分 取組開始年月

（7）賃借料



事業区分※

助成事業

事業区分※

助成事業

事業区分※

助成事業

事業区分※

事業区分※

事業区分※

取組内容

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

事業番号 経費区分 取組開始年月

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

取組内容

取組内容

経費区分 取組開始年月

引き継いだ店舗の開店に合わせてオープンを周知するためにチラシを作成し、配布する。

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

ターゲット層に見ていただける店舗コンセプトに沿ったデザイン、わかりやすいメニュー

の配置、店主の想いを組み込んだ内容とする。合わせてサイト読み込み速度最速化、ＳＥ

Ｏ対策など運営に必要な機能を実装する。

取組内容 店舗オープンを広く周知するためにホームページへリニューアルする。

（8）販路開拓費 2025.11～

事業番号 経費区分 取組開始年月

これまでの店舗付近の住民等に対して、引き継いだ店舗の開店を広くPRするためチラシを

作成して、〇〇業者に配布依頼する。

Ａ４の両面カラー刷り　　　部数5,000部　　印刷費＠7円　　配布経費＠15円

配布エリアは店舗近隣（半径3km圏内）を予定

取組内容

取組内容 引き継ぐ店舗の内外装工事。

床の補強と修繕（〇〇㎡）、シンク・給湯器・食洗器の修繕、客用トイレの改修、内壁神

の張替えなど。

事業番号 経費区分 取組開始年月

④経営資源の引継

事業番号 経費区分 取組開始年月

（8）販路開拓費 2025.11～

取組の詳細

（具体的な内容や必要性）

⑤引継資源の活用・定着 （10）外注費 2025.10～

⑤引継資源の活用・定着

事業番号 経費区分 取組開始年月

事業番号

以下に（1）人件費（7）賃借料以外の内容について、計画との関連性を含め、具体的な取組、必要理由を記載して

ください

※事業区分とは、自己財源で行う事業「自主事業」と本助成金で行う事業「助成事業」の２種類の事業をいう

※購入物の品名、規格、型式等できるだけ詳しく記入

してください。また、ここに記載した購入物等が次の経費

明細表の経費と連動するよう記載してください。



経費明細表

数量 単価 金額

(8)販路開拓費

⑤引継資

源の活

用・定着

5,000 22 110,000 110,000 100,000

(8)販路開拓費

⑤引継資

源の活

用・定着

1 330,000 330,000 330,000 300,000

(10)外注費

⑤引継資

源の活

用・定着

1 1,320,000 1,320,000 1,320,000 1,200,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

1,600,000

税抜

税抜

税抜

税抜

1,600,000

0

1,600,000

1,066,000

1,000,000

税抜

助成金申請額

Cタイプ限度額1,000,000円

人件費助成対象経費額

助成対象経費額合計

※人件費が事業費の合計よりも大きい場合、

人件費の助成対象経費額は事業費の合計額までとなる

賃借料計算シートより

事業費小計（賃借料・物品費除く）

人件費計算シートより

助成経費額の計算

※助成対象経費金額×2/3　※1,000円未満切り捨て

物品費計算シートより(5)物品費

(7)賃借料

(1)人件費

Cタイプ申請タイプ

助成対象経費

（税込）

事業費合計（賃借料・物品費含む）

助成対象経費

（税抜）

リニューアルオープンに合わせた

ホームページの開設

リニューアルオープンに合わせた

店舗の改装

対象内容
経費区分

助成事業に要する経費（税込）

チラシを作成及び配布

税抜

事業番号



注２　助成金の申請時及び額の確定時においても上記注１と同様の条件とする

注３　人件費の助成対象は、従業員、パート、アルバイト等とする

注４　人件費の助成限度額は、Cタイプの場合50万円、かつ事業費と同額以下とする

１．申請のタイプ

２．人件費対象者の属性と人数

対象者　　従業員（社員） 名

※対象者が複数人の場合は、①②③の順に選択もしくは入力してください

※助成事業従事割合には、対象者が助成事業に従事する割合（％）を数値で入力してください。

円

円

円

４．賃金の締め日　※交付決定日より前の支出及び助成事業実施期間後に支出した給与は対象外となります

締め 月 ※リストから選択してください

締め 月

締め 月

５．人件費対象者の給与額と助成経費額算出一覧（上記入力項目から自動で集計されます）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

円 円 円

事業番号

人件費の助成対象経費上限額は、事業費と同額以下となりますの

で、経費明細表で助成経費申請額が計算されます

0

0

人件費総額

（月給・日給・時給）

人件費助成経費対象額

（月給・日給・時給）
申請経費限度額

0 0 0

合計 0 0

人件費総額（月給制）
人件費助成経費対象額

（月給制）

0 0

対象者　②人目 0 0 0

対象者　③人目 0 0 0

助成経費対象額

（助成対象月額×月数）

対象者　①人目 0 0 0

助成対象

時間単価

0

対象者　③人目 払い

助成経費対象月額

(基本給×従事割合）

給与支給総額（月給

×月数×従事割合）

対象者　①人目 払い

対象者　②人目 払い

対象者　③人目 ヶ月

賃金の締め日 賃金の支給日

対象者　①人目 ヶ月

対象者　②人目 ヶ月

申請月数 月給（基本給）

人件費計算シート（月給制）

Cタイプ

※助成対象時給単価限度額は2,180円になります

助成事業従事割合

※最低賃金以下の申請は対象外となります（１時間当り1,163円未満）

注１　人件費の助成対象経費は、人件費以外の助成対象経費の合計額（税抜）【事業費】と同額以下とする

※事業番号とは事業承継に向けた取り組みのうち、④経営資源の引継⑤引継資源の活用・定着⑥既存事業の集約等の取り

組みをいう。対象者がどの事業番号に該当するかリストから選択してください

３．申請月数と月給額、助成事業従事割合（経営改善に取り組む事業（募集要項P21～P23参照）への

　　従事割合と事業番号（※））



注２　助成金の申請時及び額の確定時においても上記注１と同様の条件とする

注３　人件費の助成対象は、従業員、パート、アルバイト等とする

注４　人件費の助成限度額は、Cタイプの場合50万円、かつ事業費と同額以下とする

１．申請のタイプ

２．人件費対象者の属性と人数

対象者　　従業員（社員） 名

※対象者が複数人の場合は、①②③の順に選択もしくは入力してください

※助成事業従事割合には、対象者が助成事業に従事する割合（％）を数値で入力してください。

ヶ月 日 時間 円

ヶ月 日 時間 円

ヶ月 日 時間 円

４．賃金の締め日　※交付決定日より前の支出及び助成事業実施期間後に支出した給与は対象外となります

締め 月 ※リストから選択してください

締め 月

締め 月

５．人件費対象者の給与額と助成経費額算出一覧（上記入力項目から自動で集計されます）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

※人件費の合計は「人件費計算シート（月給制）」に表示されます

注１　人件費の助成対象経費は、人件費以外の助成対象経費の合計額（税抜）【事業費】と同額以下とする

※事業番号とは事業承継に向けた取り組みのうち、④経営資源の引継⑤引継資源の活用・定着⑥既存事業の集約等の取り

組みをいう。対象者がどの事業番号に該当するかリストから選択してください

人件費計算シート（日給制）

Cタイプ

３．申請月数と勤務日数、労働時間、日給額、事業従事割合（経営改善に取り組む事業（募集要項P21～P23参照）への従事

　　割合と事業番号（※））

助成事業従事割合 事業番号

対象者　①人目

対象者　②人目

対象者　③人目

払い

賃金の締め日 賃金の支給日

対象者　①人目 払い

0

助成対象

時間単価

助成経費対象日額

（助成対象時間単価

×労働時間×従事割合）

給与支給総額

（日給×日数×月数

×従事割合）

助成経費対象額

（助成対象日額

×月数×日数）

0 0 0 0

0

人件費総額（日給制）
人件費助成経費対象額

（日給制）

対象者　③人目 0 0 0 0

0 0

合計 0

対象者　②人目 0 0 0

対象者　①人目

対象者　②人目 払い

対象者　③人目

※助成対象日額限度額は8,000円になります

※最低賃金以下の申請は対象外となります（１時間当り1,163円未満）

申請月数 １ケ月の労働日数 １日あたりの労働時間 日給



注１　人件費の助成対象経費は、人件費以外の助成対象経費の合計額（税抜）【事業費】と同額以下とする

注２　助成金の申請時及び額の確定時においても上記注１と同様の条件とする

注３　人件費の助成対象は、従業員、パート、アルバイト等とする

注４　人件費の助成限度額は、Cタイプの場合50万円、かつ事業費と同額以下とする

１．申請のタイプ

２．人件費対象者の属性と人数

対象者　　パート・アルバイト等 名

※対象者が複数人の場合は、①②③の順に選択もしくは入力してください

※助成事業従事割合には、対象者が助成事業に従事する割合（％）を数値で入力してください。

円

円

円

４．賃金の締め日と事業番号

※交付決定日より前の支出及び助成事業実施期間後に支出した給与は対象外となります

締め 月

締め 月

締め 月

※リストから選択してください

５．人件費対象者の給与額と助成経費額算出一覧（上記入力項目から自動で集計されます）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

※人件費の合計は「人件費計算シート（月給制）」に表示されます

0 0

人件費総額（時給制）
人件費助成経費対象額

（時給制）

0 0

合計

対象者　①人目 1,000 0 0

対象者　③人目 1,000 0

対象者　②人目 1,000 0

0 0

0

00

時間

払い

※事業番号とは事業承継に向けた取り組みのうち、④経営資源の引継⑤引継資源の活用・定着⑥既存事業の集約等の取り

組みをいう。対象者がどの事業番号に該当するかリストから選択してください

賃金の締め日 賃金の支給日

給与支給総額

（時給×時間×日数

×月数×従事割合）

助成経費対象額

（助成対象日額

×月数×日数）

対象者　①人目 払い

事業番号

対象者　②人目

対象者　③人目 払い

対象者　③人目 ヶ月 日

ヶ月 日 時間

人件費計算シート（時給制）

Cタイプ

申請月数 １ケ月の労働日数 １日あたりの労働時間 時給 助成事業従事割合

※助成対象日額限度額は8,000円になります

※最低賃金以下の申請は対象外となります（１時間当り1,163円未満）

助成対象

時間単価

助成対象日額

（時給×時間

×従事割合）

３．申請月数と勤務日数、労働時間、時給額、事業従事割合（経営改善に取り組む事業（募集要項P21～P23参照）

　　への従事割合と事業番号（※））

対象者　①人目 ヶ月 日 時間

対象者　②人目



注１　物品費の助成対象は、１個あたりの購入単価が税込10万円未満の物品とする

　　　税込単価10万円を超える物品は、機械装置等費での申請とする

注２　物品費の助成限度額は、Cタイプの場合20万円とする

１．申請のタイプ

２．物品費の明細

※単価には設定費用・送料等を含む

1

2

3

4

5

円 円 円

※事業番号とは事業承継に向けた取り組みのうち、④経営資源の引継⑤引継資源の活用・定着⑥既存事業の集約等の取り

組みをいう。対象内容がどの事業番号に該当するかリストから選択してください

物品費計算シート

Cタイプ

事業番号
申請経費総額

（税抜）

0

0

対象内容 数量
助成対象経費

（税込）

単価

（税込）

0

0

0

0

0

0

0

この金額は申請額ではありません。経費明細表で助成対象経

費申請額が計算されます。

0

0

物品費総額

0 0

物品費助成経費対象額

0

申請経費限度額

合計 0



注１　賃借料の助成限度額は、申請者一企業あたり月額１０万円（税抜）とする

注２　助成対象となるのは、店舗・事務所、駐車場などの賃借料。設備・備品のリース・レンタル料。

　　　ならびにソフトウェアのライセンス料。該当する欄①～③にそれぞれ入力してください

注３　助成対象とする賃借期間はＣタイプは６か月以内とする

２．申請額の明細と算出一覧（下記表の黄色のセルに月額（税込）を入力すると、自動で集計されます）

１ヶ月目 ２ヶ月目 ３ヶ月目 ４ヶ月目 ５ヶ月目 ６ヶ月目 （税込） （税抜） （税込） （税抜）

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（税込） 0 0 0 0 0 0 0

（税抜） 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

円 円

①物　件

期　　間 日 ～ 日

支払条件 月 日払い

②物　件

期　　間 日 ～ 日

支払条件 月 日払い

③リース・レンタル料・ライセンス料

期　　間 ～

支払条件 払い

支払条件 ※契約書に記載されている支払い条件と同じ内容

を選択してください

事業番号

賃借料計算シート

１.申請のタイプ

Cタイプ

概要
月額（税込）

月数
賃借料月額 助成対象経費

①物　　件

②物　　件

③リース・レンタル料

・ライセンス料

月額

合計 計

申請月額限度額 0

賃借料助成経費対象額 申請経費限度額

0 0

３.賃借料の明細と事業番号

※事業番号とは事業承継に向けた取り組みのうち、④経営資源の引継⑤引継資源の活用・定着⑥既存事業の集約等の取り組みをいう。対象内容がど

の事業番号に該当するかリストから選択してください

この金額は申請額ではありません。経費明細表で助成対象経費申請額が計算されます。

事業番号

契約先名

物件住所

契約先名

物件住所

支払条件 ※契約書に記載されている支払い条件と同じ内容

を選択してください

事業番号

契約先名

対象商品名

支払条件 ※契約書に記載されている支払い条件と同じ内容

を入力してください



Cタイプ

区分 金額（円） 調達先 区分 金額（円） 調達先

自己資金 760,000 自己資金 1,000,000

本助成金 1,000,000 金融機関借入 0 　

金融機関借入 0 　 その他 0 　

その他 0 　 合計 1,000,000

合計 ※ 1,760,000 本助成金額との差 0

合計額との差 0

※合計が、助成事業に要する総経費額と同額になるよう資金項目各欄に入力してください

※人件費、物品費、賃借料には申請上限額の制限があります。

(12)　島しょ指導専門家旅費 0 0

合　計 1,760,000 1,600,000

(10)　外注費 1,320,000 1,200,000

(11)　専門家謝金 0 0

(８)　販路開拓費 440,000 400,000

(９)　委託費 0 0

(６)　設備処分費 0 0

(７)　賃借料 0 0

(４)　機械装置等費 0 0

(５)　物品費 0 0

(２)　研修費・教育費 0 0

(３)　改良費 0 0

(１)　人件費 0 0

資金調達内訳シート

助成対象経費総括表

経費区分
助成事業に要する経費

（税込）

助成対象経費

（税抜）

↑0になるように入力してください。←0になるように入力してください。


